
令和4年度2月補正予算のポイント



【補正規模】 （単位：百万円）

・ 現計予算額 995,744（①）

・ 2月補正予算額 11,998（②）

2月補正後予算額（①＋②） 1,007,741

令和４年度2月補正予算の概要（補正規模）

（補正額の財源内訳）

県 税 等 8,151 国庫支出金 1,688 寄 附 金 304
諸 収 入 ▲890 使 ・ 手数料 ▲165 県 債 3,493
分・負担金 ▲480 財 産 収 入 72 繰 越 金 13,286
繰 入 金 ▲35,364    地方交付税等※1 21,903

※1 うち国経済対策に伴う交付税追加交付分 2,747

※2 表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある
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令和4年度2月補正の概要（補正規模）

（単位:億円）
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〇 2月補正では総額120億円を増額。内訳として、通常分は既計上事業に係る執行見込み等を踏まえ212億円の減額

補正。また、国の経済対策分(経済対策に合わせた独自の地域活性化策を含む)として332億円を増額補正

＋6

▲66

地震分 237 ▲6 地震分 232

＋158

＋0

＋45

＋128

▲146

※表示単位未満の端数処理の関係で図中の計算が合わないことがある

感染症関係分
1,517

豪雨関係分
476

地震分 232

その他
7,725

その他経済対策分(直轄負担金等) 128

＜通常分＞▲212 ＜経済対策分＞332

※参考
12月補正の経済対策分（経済対策に合わ
せた地域活性化策を含む） 424億円



国の経済対策や同経済対策に合わせた独自の地域活性化策等について、補正予算を計上

【令和4年度2月補正予算】

I 国の経済対策への対応
287億円

(1)生活者への支援
①コロナ禍における生活困窮者への支援

18億25百万円（-）
コロナ特例貸付の対象者等について、継続的なフォローアップを行う県社会

福祉協議会に対する助成

(2)事業者への支援
①赤潮被害にあった養殖業者による漁場環境調査への支援

1億70百万円（-）
赤潮被害の軽減に向けた養殖業者主体の取組みや新規漁場の調査への支援等

に要する経費

②農林水産業者への支援
41億95百万円（35百万円）

・産地の生産体制強化や担い手確保・経営強化等のための施設整備・機械導
入等支援に要する経費

・畜産クラスター計画策定地域における施設整備等の支援、輸出促進活動へ
の助成、畜産物処理加工施設の機能高度化等への支援に要する経費

・間伐等森林整備と路網整備に一体的に取り組む事業者への支援、高性能林
業機械等の導入支援に要する経費 等

(3)防災・減災、国土強靱化の推進
①農林土木分野における国直轄事業負担金（経済対策分）

109億1百万円（11百万円）
災害からの復旧・復興ならびに、防災・減災、国土強靱化を加速化させる

ための県負担金

Ⅱ 経済対策に合わせた独自の地域活性化策
45億円

(1)生活者への支援
①低所得の子育て世帯生活支援特別給付金

8億23百万円（-）
物価高騰の影響により苦しい状況が続く低所得の子育て世帯に対し、

県独自で1世帯当たり2万円（第2子以降がいる場合、児童1人当たり5千
円を追加）の給付金を支給

②新型コロナ私立高等学校専攻科授業料減免補助
82百万円（30百万円）

授業料減免を行う私立高等学校専攻科への支援

(2)事業者への支援
①強靱で持続可能な観光産業の実現に向けた環境整備

9億20百万円（2億76百万円）
省エネ・省力化につながる設備等の導入を行う宿泊事業者に対する助

成

②中小企業ＤＸ推進事業補助金 1億円（36百万円）
中小企業のデジタル先端技術を活用した生産性向上のための設備投資

に対する助成

③農林水産分野における物価高騰対策
7億90百万円（2億84百万円）

物価・原油価格高騰の影響を受けて経営が圧迫されている農林水産業
者に施設整備・資機材導入等を支援

④地域経済活性化のための更なる誘客促進
5億52百万円（1億25百万円）

県独自の豪雨被災地域における宿泊旅行助成や台湾からの県内宿泊を
伴う旅行商品の造成に対する助成

参：P2

参：P3

参：P4

参：P6

参：P7

参：P5



【令和4年度2月補正予算】

⑤くまモンを活用した地域経済の活性化
1億23百万円（-）

「旅するくまモンパスポート」による割引クーポン等配布等に要する経費

⑥まちなかのにぎわい回復に向けた支援
3億45百万円（84百万円）

「まちなか」のにぎわい回復に資する様々な取組みを実施する商店街等に対
する助成

⑦県産品の消費拡大に向けた支援
1億65百万円（33百万円）

県産品のプロモーション展開や県産酒の消費喚起の取組みを行う事業者に
対する助成

Ⅲ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた対応
6億円

患者等の入院受入を行う医療機関に対する空床補償や設備

整備への支援等 25億10百万円（-）
参：P9

参：P8

参：P10



令和5年度当初予算のポイント



【当初予算額 913,590百万円 （R4年度当初予算比 ＋10,547百万円）】

令和5年度当初予算の概要（予算規模）

（財源内訳）

県 税 等 510,343 国庫支出金 179,142 寄 附 金 349 諸 収 入 69,318       使・手数料 8,797
県 債(※1) 80,139 分・負担金 3,862 財産収入 1,695 繰 越 金 0 繰 入 金 59,946

※1グリーンボンドを共同債形式で初めて発行（50億円）
※2表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある



歳 出（増減内訳） (単位：億円)

令和5年度当初予算歳入・歳出増減内訳、財政調整用4基金の残高の推移

歳 入（増減内訳） (単位：億円)

財政調整用

4基金残高

（推 移）

○総額は9,136億円で、前年度から105億円の増

○一般行政経費では、人件費56億円の減、扶助費43億円の増の他、感染症への
対応や税収増に伴う税交付金の増等で、その他経費が49億円の増

○投資的経費全体では、50億円の増。普通建設事業費は補助分で43億円、単独
分で55億円の増。災害復旧事業は、事業進捗に伴い42億円の減

○総額は9,136億円で、前年度から105億円の増

○地方税は、法人2税や地方消費税等の増により11億円の増

○地方交付税は40億円の増。臨時財政対策債は76億円の減で発行を抑制。

○国庫支出金は、感染症に対応した国庫支出金の増により12億円の増

（参考：R5内訳）
財政調整基金 18
県有施設整備基金 2
県債管理基金 63
職員等退職手当基金 0 



熊本地震への対応

参考：熊本地震、令和2年7月豪雨への対応（累計予算額）

令和2年7月豪雨への対応

○被害額3兆8,189億円に対し、平成28年度～令和5年度当初予算
までの累計額は1兆491億円

○被害額5,223億円に対し、令和2年度7月補正～令和5年度当初
予算までの累計額は2,704億円

※表示単位未満の端数処理の関係で図中の計算が合わないことがある

・令和4年度2月補正予算までの累計予算額：1兆340億円
・令和5年度当初予算額 ： 151億円

・令和4年度2月補正予算までの累計予算額：2,466億円
・令和5年度当初予算額 ： 238億円



【令和5年度当初予算】新しいくまもと創造に向けた取組み

【基本理念】
熊本地震と令和2年7月豪雨からの創造的復興を両輪に、新型コロナウイルス感染症による社会の変容を見据え、持続可能な「新しいく

まもと」を創造する。

「球磨川流域における緑の流域治水の推進」
・「水 俣 病 問 題」

Ⅲ 熊本地震からの創造的復興 151億円

施策1：くらし・生活の再建

施策2：創造的復興の推進

Ⅰ 令和2年7月豪雨からの創造的復興 238億円

施策1：被災者・被災地域の1日も早い復旧・復興に向けた取組み

施策2：県内全域で取り組む災害に強い郷土づくり

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた対応 1,025億円

施策1：感染症対策の体制強化

施策2：持続可能な社会の実現

施策3：持続可能な経済活動の実現

Ⅳ 将来に向けた地方創生の取組み 199億円

施策1：次世代を担う人材の育成

施策2：若者の地元定着と人材育成

施策3：安全・安心な社会の実現

施策4：魅力ある地域づくり

※P17～25では、令和5年度当初予算における事業の内容に着目して分類しているため、「新しいくまもと創造に向けた基本方針」の分類とは異なる場合がある。

（b）高度情報化の推進に向けた
取組み

（d）交通安全水準の向上に
資する取組み

（c）移住定住の推進に向けた
取組み

【令和5年度における重点的な取組み】 174億円（一部再掲）

（a）半導体関連産業の更なる集積に
向けた取組み



【令和5年度当初予算】 Ⅰ 令和2年7月豪雨からの創造的復興

施策1：被災者・被災地域の1日も早い復旧・復興に向け

た取組み

施策2：県内全域で取り組む災害に強い郷土づくり

球磨川流域復興基金交付金

12億57百万円（22百万円）

被災地や被災者のニーズに対してきめ細かに対応するため、球磨川流域復

興基金等を財源とした「令和2年7月豪雨災害被災者等支援交付金」等により

市町村を支援（新たに4事業を追加）

【新規追加事業】

①災害公営住宅等コミュニティ形成支援

②復興まちづくり拠点整備

③消防体制強化推進

④雨庭の整備

(1)国土強靱化に向けた取組み

①立野ダム及び新たな流水型ダムの整備
37億49百万円（3億75万円）

洪水被害の防止・軽減を目的とした立野ダム及び新たな流水型ダムの

整備のための県負担金

②人吉市復興まちづくりの推進（青井地区）
11億26百万円（1億7百万円）

青井地区の土地区画整理事業と国道改良の一体的な実施を通じた災害
に強いまちづくりに要する経費

(1)地域の魅力の向上と誇りの回復

①新たな流水型ダムを生かした五木村振興

16億1百万円（6億円）

熊本県五木村振興基金を積増し、新たな五木村振興計画に沿った村の取

組みに必要な経費を村に交付

③「田んぼダム」の取組みの普及・拡大

56百万円（3百万円）

田んぼダムの取組みの普及・拡大を図るための基盤整備、人材育成、

普及啓発活動等

⑤重要港湾（熊本港、八代港）の整備

20億59百万円（80百万円）

熊本港及び八代港における物流機能・人流機能の強化に要する経費

(2)幹線道路の整備

①幹線道路ネットワークの整備促進

63億4百万円（6億30百万円）

高規格道路など県内の主要幹線道路のネットワークづくりのための県負

担金

参：P12

参：P13

参：P14

参：P17

参：P19

参：P15

④緑の流域治水を推進する「雨庭」の整備

8百万円（8百万円）

雨水を一時的に貯留する「雨庭」の整備に要する経費

参：P16

参：P20



施策1：感染症対策の体制強化

(1)感染拡大防止対策及び相談・検査体制等の確保

①積極的かつ迅速に検査を実施できる体制の整備

74億57百万円（15億73百万円）

PCR検査機器等を整備する医療機関等への助成や行政検査等の実施、保

険適用検査に係る本人負担分の助成や感染に不安を感じる県民を対象とし

た無料PCR等検査の実施体制の整備

②感染拡大に対応するための保健所の体制確保

34億27百万円（3億50百万円）

積極的疫学調査や検体・患者搬送、自宅療養者の健康観察等の体制確保

③円滑なワクチン接種の推進 43億73百万円（ｰ）

専門的相談窓口や大規模接種会場の設置・運営等により、市町村が進め

るワクチン接種を支援

(2)持続的な医療福祉サービス提供等に向けた体制確保

①県民の命を守る医療提供体制の確保

486億91百万円（ｰ）

患者等の入院受入を行う医療機関に対する空床補償や設備整備への支援、

軽症者等のための宿泊療養施設の確保・運営

【令和5年度当初予算】 Ⅱ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた対応

施策2：持続可能な社会の実現

(1)生活への支援、子供の居場所の確保、差別・犯罪の防止

①コロナ禍において困難を抱える方への支援

3億22百万円（63百万円）

コロナ禍において、様々な困難・困りごとを抱える方に対する支援

参：P21

参：P22



【令和5年度当初予算】 Ⅲ 熊本地震からの創造的復興

施策2：創造的復興の推進

(1)益城町の復興まちづくり

①熊本高森線（益城中央線）の4車線化

22億1百万円（1億5百万円）

熊本高森線の４車線化を通じた防災機能の向上、交通円滑化等に要する

経費

②益城町における土地区画整理事業の推進

21億30百万円（3億76百万円）

益城町における土地区画整理事業の実施を通じた災害に強いまちづくりに

要する経費

(2)くまもとの誇りの回復と宝の継承

①熊本地震等からの「くまもと産業」の創造的復興の発信

50百万円（-）

「くまもと産業」の創造的復興を国内外へ発信するエキスポ(博覧会)の

開催に要する経費

(4)「大空港構想」の実現

①阿蘇くまもと空港の創造的復興の実現

36百万円（19百万円）

阿蘇くまもと空港における恒常的な国際航空貨物の輸送を実現するた

めの貨物輸送の実証

②阿蘇くまもと空港アクセス鉄道の推進

2億61百万円（2億53百万円）

空港アクセス鉄道の事業化に向けた検討をさらに深めるために必要な

調査等

(3)阿蘇地域の振興

①阿蘇の世界文化遺産登録に向けた取組み

89百万円（38百万円）

阿蘇の世界遺産暫定一覧表掲載に向けた学術的検討及び広報等

参：P23

参：P24

参：P25

参：P26

参：P27

参：P28



【令和5年度当初予算】 Ⅳ 将来に向けた地方創生の取組み

施策1：次世代を担う人材の育成

(1)魅力ある学校づくり

①公立学校における教職員の働き方改革推進

5億71百万円（4億18百万円）

業務見直しや支援員配置による業務サポート、部活動指導員の配置等に

要する経費

②高森高校環境整備事業 39百万円（39百万円）

普通教室や実習室を備えた普通教室棟及び付属設備の整備

(2)子供からお年寄りまで、誰もが安心して暮らせる地域づくり

①消防学校校舎及び寄宿舎の整備 6百万円（6百万円）

緊急消防援助隊の受入等のために実施する施設整備に係る基本設計に要

する経費

施策3：安全・安心な社会の実現

(1)子供を安心して産み、育てられる環境整備

①子育て家庭支援の基盤整備

3億91百万円（70百万円）

安心こども基金を活用した、子育てに悩みや不安を抱える家庭の支援体

制整備等

②子ども医療費助成の拡充

5億75百万円（5億75百万円）

市町村が取り組む子ども医療費助成に対する県の補助対象年齢を拡充し、

県全体の子ども・子育て施策の充実を図る

参：P29

参：P30

参：P31

参：P32

参：P34

③こども図書館の設置に向けた取組み

26百万円（-）

こども図書館の開館に向けた図書購入や広報等に要する経費

参：P33



【令和5年度当初予算】 Ⅳ 将来に向けた地方創生の取組み

④県産あさりの資源回復と流通推進のための取組み

68百万円（38百万円）

「熊本県産あさりを守り育てる条例」に基づくあさり資源回復の取組み

と県産あさりを消費者に確実に届ける「熊本モデル」運用体制の構築

⑤EVをはじめとした電動車導入の取組み

59百万円（23百万円）

「2050県内CO2排出実質ゼロ」に向けた県の率先行動として、公用車への

電動車導入を図る取組みに要する経費

参：P38

参：P39

参：P40

③海外ニーズに対応した輸出産地の形成 1億円（-）

旗艦的な大ロット輸出産地のモデル構築を図る農業関係団体等に対する助

成

(3)スポーツ・文化による地域活性化

①国際スポーツ大会開催によるスポーツツーリズムの推進

2億45百万円（1億62百万円）

国際バドミントン大会（Super500）、ラグビー国際テストマッチ、ツー

ル・ド・九州の開催等に要する経費

②県民総合運動公園の渋滞対策に向けた実証

3億4百万円（3億4百万円）

県民総合運動公園の渋滞対策の実証に要する経費

参：P41

参：P42

施策4：魅力ある地域づくり

(1)交通体系の最適化

①熊本都市圏高規格道路の早期整備に向けた取組み

1億52百万円（1億28百万円）

「熊本県新広域道路交通計画」で位置付けた、新たな高規格道路の実現

に向けた検討に要する経費

参：P35

①市町村支援の取組み 15億17百万円（71百万円）

道路改良工事や林道開設工事を県が代行することにより市町村を支援

参：P36

②森林の再生に向けた取組み 85百万円（85百万円）

森林の再生に向けた再造林・下刈りの事業拡大や造林・保育を担う労働者

の確保に資する取組みを支援

参：P37

(2)持続可能な地域づくり

①長洲港土砂処分場の整備 1億5百万円（25百万円）

港湾、漁港、民間からの土砂受入れに向けた新たな土砂処分場整備の調

査等に要する経費

参：P44

②盛土等規制区域の指定に向けた基礎調査

47百万円（25百万円）

規制区域の指定に必要な調査に要する経費

参：P45

(4)その他

③グリーンボンドを共同債形式で初めて発行（50億円）

地方債市場におけるESG債への需要の高まりを受け、グリーン

ボンドを共同債形式で初めて発行（50億円）



【令和5年度当初予算】 令和5年度における重点的な取組み

(a) 半導体関連産業の更なる集積に向けた取組み ④外国籍駐在員子女の教育環境整備

1億81百万円（1億42百万円）

県内教育機関における外国籍駐在員子女受入のための体制整備に要する経

費

②渋滞・交通アクセス対策の推進

24億88百万円（1億75百万円）

セミコンテクノパーク周辺の渋滞解消及び交流人口の増加に対応するた

めの交通アクセス向上に要する経費

③TSMCの進出を契機とした国際交流の促進等

3億92百万円（2億36百万円）

台湾との経済・観光・文化などにおける交流拡大、県内企業と台湾企業

の連携推進や取引拡大及び県内外への熊本の魅力発信に要する経費

①半導体関連人材の育成・確保

10億34百万円（3億81百万円）

県内の半導体人材需要に対応するための人材の育成・確保に要する経費

⑤半導体関連企業の集積に伴う地下水保全対策

2億41百万円（1億29百万円）

経済と環境の安全保障の両立を図るための、地下水保全対策の強化等に要

する経費

⑥産学官連携による半導体産業エコシステムの構築

6億95百万円（2億40百万円）

熊本大学や県内企業等と連携し、国内初の三次元積層実装の量産化を確立

し、新たな地域産業や雇用の創出を図るための取組みに要する経費

(ⅰ)台湾からの熊本へのインバウンド誘客の強化

25百万円（13百万円）

台湾をターゲットとしたインバウンド誘客促進のための観光レップ

（現地代理人）の設置、教育旅行による青少年交流に要する経費
⑦半導体関連産業の更なる集積に向けた企業誘致

40百万円（39百万円）

セミコン台湾への出展等を通じた台湾企業への継続的なアプローチや現

地における情報収集体制強化に要する経費

(ⅰ)菊池南部地域の渋滞緩和に向けたバスの実証運行

31百万円（16百万円）

公共交通を活用した菊池南部地域における交通渋滞対策に要する経費

(ⅰ)私立教育機関における教育環境の整備

1億47百万円（1億14百万円）

外国籍駐在員子女の受入環境を整備する私立教育機関への助成

(ⅰ)半導体関連企業への工業用水供給に係る新規給水可能性調査

52百万円（-）

竜門ダム未利用水の活用に向け、設備設計や採算性等の調査に要する

経費

参：P47

参：P49

参：P50

参：P51

参：P54

参：P55

参：P56

参：P57

参：P58

参：P59

参：P52

(ⅰ)県立技術短期大学校の学科新設に向けた取組み

3億31百万円（35百万円）

新設する半導体技術科（仮称）のR6始動に向けた取組みに要する経費

参：P48

(ⅱ)台北線実現に向けたアウトバウンド利用促進事業

39百万円（39百万円）

阿蘇くまもと空港発着のチャーター便を造成するためのアウトバウン

ド需要創出に要する経費

参：P53



【令和5年度当初予算】 令和5年度における重点的な取組み

（c）移住定住の推進に向けた取組み

①移住定住関連の主な取組み

9億26百万円（5億66百万円）

移住相談会の実施、関係人口創出など移住定住の促進に要する経費

(ⅰ)中高年移住就農支援事業 14百万円（14百万円）

他都道府県から本県に移住する50歳以上の就農希望者に対する農業

研修資金の交付及び就農時の機械・施設等の整備費用等の一部を支援

(ⅱ)高校卒業生に向けた情報発信事業

9百万円（5百万円）

高校卒業生を対象に、「熊本の魅力」や「仕事情報」などを定期的

に発信するシステムの構築

（d）交通安全水準の向上に資する取組み

①交通安全水準の向上に資する取組み

70億27百万円（22億89百万円）

県全体でハード・ソフト両面から交通安全水準の向上に資する取組みを

推進

（b）高度情報化の推進に向けた取組み
①データ連携基盤構築の推進 66百万円（33百万円）

県内統一でのDX推進を目的とした、DXサービス創出の基盤となる「エ

リア・データ連携基盤」の設計・構築に要する経費

②ＤＸによる庁内業務の効率化に向けた取組み

52百万円（52百万円）

DXによる庁内業務の効率化を図るための、システム構築や外部サービス
導入に要する経費

③県庁・市町村職員のＤＸ人材の育成

10百万円（10百万円）

行政DXの推進に向けた県・市町村におけるDX人材の育成に関する研修に

要する経費

④観光分野におけるＤＸの推進 68百万円（34百万円）

デジタルマーケティング及び様々な観光施策の成果を横断的に蓄積・分

析するデータ基盤（DMP）の導入に要する経費

⑤農林水産分野におけるＤＸの推進
95百万円（45百万円）

スマート農林水産業の研究や実証、生産者への普及や理解促進などの取

組みに要する経費

⑥その他各部局におけるＤＸの推進

11億23百万円（8億19百万円）

熊本県情報化推進計画に基づく高度情報化の取組みを更に推進するた

めの各施策に要する経費

参：P60

参：P61

参：P62

参：P63

参：P64

参：P66

参：P68

参：P70

参：P69

参：P65



【重要課題1】 球磨川流域における緑の流域治水の推進

速やかな再度災害防止のための緊急治水対策

(1)宅地かさ上げ、堤防整備などの河川改修の計画的実施

①宅地かさ上げ、堤防整備など（球磨川支川） 19億36百万円（-）

②流域治水の推進を図るための流域対策の治水効果の定量化等の調査
検討 1億53百万円（1億53百万円）

(2)堆積土砂の撤去

①球磨川支川における河川掘削 6億66百万円（-）

(3）山地災害の早期復旧と砂防・治山施設の整備

①激甚な山地災害発生地域で緊急的に実施する谷止工等の治山施設整備
16億12百万円（84百万円）

②激甚な土石流等発生箇所で緊急的に実施する工事及び砂防堰堤を補完す
る渓流保全工等（川内川他９箇所）

17億23百万円（83百万円）

（4）「田んぼダム」の取組みの普及・拡大

①田んぼダムの取組みの普及・拡大を図るための基盤整備、人材育成、普

及啓発等 56百万円（3百万円）

新たな治水の方向性を踏まえた、抜本的な治水対策についてスピード感をもって検討
『新たな流水型のダム』 を含む「緑の流域治水」を推進し、住民の「命」と地域の宝の「清流」をともに守る

(5)雨水貯留・浸透施設の整備・普及
①雨水を一時的に貯留する「雨庭」の整備 8百万円（8百万円）

（6）多様で健全な災害に強い森づくり

①森林組合等が行う間伐、再造林への助成 7億円（1億83百万円）

②森林組合等が行う針広混交林化のための強度間伐等への助成
41百万円（41百万円）

予算額115億90百万円（15億51百万円）

新たな治水の方向性を踏まえた、抜本的な対策

(1)「新たな流水型ダム」の推進

①洪水被害の防止等を目的とした「新たな流水型ダム」の整備のための県
負担金 10億47百万円（1億5百万円）

“生命・財産を守る“地域防災力の強化

(1)被災時の命綱となる伝達機能の強化

①河川監視カメラ、警報サイレン等の設置 39百万円（-）

(2)確実な避難による「逃げ遅れゼロ」

①マイタイムラインの普及促進のための周知啓発 7百万円（3百万円）

②広域避難計画の策定等を行う市町村への支援 1百万円（1百万円）

(3)災害弱者への支援の徹底・災害時の財産被害への備え

①要支援者個別避難計画の作成支援 8百万円（8百万円）

②浸水想定エリアの住民の水害保険加入促進のための取組みに対する助成
（市町村・復興基金） 9百万円（-）



【重要課題2】 水俣病問題

３ 水俣病発生地域の再生・融和の推進等
水俣病の教訓や経験を国内外に発信し、次世代に継承。また、第七次水俣・芦北地域振興計画に基づく地域振興を地元市町と一体となって推進

(1)情報発信等

①水俣病関連情報発信事業 6百万円(1百万円）
②水俣病関連情報発信支援事業 15百万円(2百万円）
③環境・福祉モデル地域づくり推進事業 11百万円(2百万円）

予算額96億3百万円（24億69百万円）

1 水俣病被害者の救済、水俣病認定に係る対応
認定申請者の個々の事情に対応しながら認定審査を着実に進め、

被害に遭われた方々の療養を支援

(1)医療・健康管理等
・水俣病被害者に対する療養費等の支給や健康管理事業等の実施等

①療養費 84億51百万円（20億65百万円）
②医療事業・健康管理 2億 6百万円（ 55百万円）

(2)認定審査等
・認定申請者の審査等を行う公害健康被害認定審査会の実施や訴訟
及び行政不服審査への対応等

①認定審査会 18百万円（ 9百万円）
②公害医療研究事業費 3百万円（ 2百万円）
③水俣病認定検診費 80百万円（41百万円）
④争訟関係 27百万円（17百万円）
⑤治療研究医療費支給 31百万円（15百万円）

・県内児童生徒や教職員等への啓発、関係市町が行う情報発信や慰
霊、もやい直しの取組み(水俣病資料館の機能強化、水俣病犠牲者
慰霊式等)などへの支援

2 水俣病発生地域の保健・福祉の向上
患者の方々やそのご家族の日常生活を支援するとともに、水俣病発生

地域の保健福祉の取組みを促進

(1)保健福祉対策

・在宅の認定患者に対する療養指導や特殊寝台等の貸与、胎児患者等へ
の日常生活支援サービスの提供、被害者の日常生活の質の向上への支
援等

①認定患者保健指導 4百万円（ 1百万円）

②胎児性・小児性患者等支援 95百万円（22百万円)

③水俣病発生地域支援 53百万円（ 6百万円)

(２)体制整備
・熊本大学及び水俣・芦北地域の医療機関等による医療連携ネット
ワークの構築、見守り体制充実のための地域福祉ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置等

①診療拠点設置・ネットワーク構築 20百万円（4百万円）
②見守り活動推進 15百万円（3百万円）
③障害福祉推進モデル事業 13百万円（3百万円）

水俣病問題の解決に向けて関係者と一体となって取り組み、水俣・芦北地域の再生と更なる振興を進める

（２）地域振興

・市町が行う水俣病発生地域の再生・振興の取組み（環境学習旅行の受入体制整備等）、
環境負荷を少なくしつつ経済発展する新しい形の地域づくりなどへの支援等

①水俣・芦北地域重点施策課題解決推進事業 1億68百万円（1億58百万円）
②水俣・芦北地域環境ﾌｨｰﾙﾄ゙ ﾐｭｰｼ゙ ｱﾑﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ 14百万円（ 3百万円）
③「環境首都」水俣・芦北地域創造事業 3億21百万円（ 37百万円）
④水俣・芦北地域産業振興等推進事業 51百万円（ 24百万円）


